
交付税及び譲与税配付金特別会計 

 
I 特別会計の設置等に関する情報 

 
○交付税及び譲与税配付金特別会計の目的 
  交付税及び譲与税配付金特別会計は、昭和 29 年に国税の一定割合を一定の基準に

基づき地方公共団体に交付するため地方交付税及び地方譲与税制度が創設されたこ

とに伴い、設置された特別会計です。この会計は、特定の事業の収支を経理するいわ

ゆる事業特別会計とは異なり、地方交付税、地方特例交付金及び地方譲与税の配付に

関する経理を明確にするために設けられているいわゆる整理区分特別会計です。 
  また、交通安全対策特別交付金の交付に関する経理を明確にするため、当分の間、

この会計で経理することとしています。 
 
○交付税及び譲与税配付金特別会計が経理している内容 
（１）地方交付税 
   地方交付税法等に基づき，地方団体間の財源の均衡化を図り、地方行政の計画的

な運営を保障するため、国税（所得税、法人税、酒税、消費税）の一定割合及び地

方法人税の全額等を原資として、地方団体へ交付 
   東日本大震災の復旧・復興事業に係る被災団体の財政負担を考慮するとともに、

被災団体以外の地方団体の負担に影響を及ぼすことがないよう、通常収支とは別枠

で「震災復興特別交付税」を確保し、事業実施状況に合わせて地方団体に交付 
（２）地方特例交付金 
   個人住民税における住宅借入金等特別税額控除による減収額及び消費税率引上

げに伴う需要変動の平準化のための自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能

割の臨時的軽減による減収額を補填するため、地方団体に交付。また、令和元年

10 月から実施する幼児教育・保育の無償化に係る経費の地方負担分を措置するた

め、地方団体に交付 
（３）地方譲与税譲与金 
   地方揮発油税、石油ガス税、自動車重量税、航空機燃料税、特別とん税及び地方

法人特別税の収入並びに借入金の全部又は一部を地方団体に譲与 
（４）交通安全対策特別交付金 
   交通反則金を原資として地方団体へ交付 
  ※交通安全対策特別交付金については、こちらを参照ください。 


